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１　はじめに

　1980年代後半以降、多くの日本企業は急激な円高や日米貿易摩擦に対

応するため、生産工場を中国、東南アジアなどの新興国に移転してきてい

る。この生産拠点の海外移転によって、日本企業は国内外セグメント間の

階層または協力関係による生産の国際分業、国を跨った組織間ネットワー

クを構築している。そして日本企業はこの企業グループ内のネットワーク

を通じて企業内取引（Intra-firm Transaction）を行っている。

　近年、IT（Information Technology）の進展およびICT（Information and 

Communication Technology）の普及により、一般消費者の購買行動が変わ

るだけではなく、企業の取引形態も大きく変化している。1990年代以降、

多国籍企業はIT/ICTネットワークを部門組織間に組み入れたことによっ

て、組織間の取引形態に大きな変化をもたらしている。これまでの多くの
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研究では、IT/ICTの進展と活用は企業内取引を促進または抑制する可能性

を持っていることを明らかにしている。例えば、多国籍企業は、海外直

接投資（Foreign Direct Investment: FDI）を行うことによって市場の失敗

を回避することができるため、市場取引を内部化するインセンティブを

持っている（Rugman 1981）。しかし、多国籍企業はIT/ICTを活用するこ

とによって情報の非対称性など市場の不完全性から生じる取引コストを削

減することができるため、内部取引よりも市場取引を選好する可能性が

ある。一方、多国籍企業はIT/ICTネットワークを導入することによって組

織内部の監視や調整のコストを削減し、内部化を促進する可能性もある

（Brynjolfsson 1994, Rangan & Sengul 2009, Chen & Kamal 2016, Banalieva & 

Dhanaraj 2019など）。

　つまり、IT/ICTが企業の取引形態にどのような影響を与えるかは、当該

の企業におけるIT/ICTの位置付けや活用方法によってその方向性が変わ

る。そして製品の生産過程や流通過程において内部取引か市場取引かの如

何によっては当該企業の利益パフォーマンスが変わる。例えば、移転価格

調整の観点で内部取引が企業の利益パフォーマンスを高めることはできる

（Horst 1977, Booth & Jensen 1977, Eden 1978など）。しかし、外部調達は

利益率を高める場合もある（佐藤・張・若杉2015, Ito, Tomiura & Wakasugi 

2011など）。そこで、企業の取引形態がどの方向に変化するかを解明する

ために、IT/ICTが企業の取引形態の決定要因にどのように影響を与えるか

を明らかにすることは重要な手掛かりになる。しかし、企業がどの程度の

IT/ICTを導入しているか、どの程度のIT/ICT投資を行っているかについての

企業レベルのデータを入手することが困難である。また、IT/ICTの導入と

投資の内容について、パソコンやモバイル通信機器、レンタル・リースな

どのハードウェアへの投資、ソフトウェア・情報システムの構築などの無

形資産への投資、そして通信回線使用料やメンテナンスに関するサービス

費用など、どこからどこまで含まれるかは必ずしも明確ではない。さらに

こうしたデータを公表する企業は極めて少ないのが現状である。そこで、

本稿は日本におけるIT/ICTの活用を「導入期」と「普及期」に分け、それ
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ぞれの期間における日本企業の内部取引の決定要因の変化を検証すること

にする。

　本稿の主な目的は、IT/ICTの導入期および普及期において企業内取引の

決定要因がどのように変化をするかを検証することにある。具体的に、第

２節ではIT/ICTの導入が企業の取引形態にどのような影響を与えるかに関

連するこれまでの研究を概観する。第３節ではIT/ICTの活用、取引形態の

変化および企業パフォーマンスに関連する様々な問題を述べる。第４節で

は1994年から2021年にかけて内部取引に関するセグメント情報を公表する

日本製造業企業をサンプル企業として取り上げ、その企業内取引に影響す

る要因の変化を統計的に検証する。最後に第５節では本稿の結論が述べら

れる。

２　IT/ICTの導入と企業の取引形態

　多国籍企業によるFDIに関する研究は1970年代からすでに多くの蓄積が

ある（Williamson 1975, Buckley & Casson 1976, Casson 1995, Rugman 1981な

ど）。その多くは、「市場 vs 統合」、すなわち、市場取引と内部取引に関

連するコストに基づき、相互に代替的な取引手段を中心に議論を展開して

いる（Coase 1937, Buckley & Casson 1976, Hymer 1976, Casson 1979 など）。

その中で、多くの研究は企業特殊的優位性（Firm Specific Advantage）の概

念に基づき、FDIの決定要因の解明を試みている。例えば、Hymer（1976）

は、多国籍企業は進出先の国内企業が持っている一般的優位性に対応する

ため、特殊的優位性を持たなければならないと主張している。多国籍企業

は特に知識、情報、技術などの企業特殊的優位性に関して市場取引を利

用する場合、それらの優位性が消散する恐れがある。したがって、多国

籍企業は自ら所有する特殊的優位性を支配するインセンティブを有する

（Rugman 1981）。

　多国籍企業にとって最も大きな市場の失敗は特に知識や情報の取引市

場の欠如である。多国籍企業は、FDIを行うことにより、政府誘導の諸規

制・統制に対応し、情報や知識といった非政府誘導の市場失敗に対しても
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効率的に対応している（Rugman 1981）。特に不完全市場において契約の

締結に関連するコストが高くつくため、多国籍企業は市場取引を回避して

内部取引を選好するインセンティブを有する（Casson 1979）。その結果、

多国籍企業は、海外進出する際に自社の特殊的優位性を維持するため、内

部市場を選好する傾向がある。そして、多くの研究は取引コストおよび企

業特殊的優位性の理論的な枠組みに基づき、内部市場での取引（企業内

取引）と特殊的優位性（研究開発の度合い）との関連性を見出している

（Slenwaegen 1985, Andersson & Fredriksson 2000, Antràs 2003, Bernard et al. 

2010, 王 2013, 王 2016など）。例えば、Antràs（2003）は、アメリカ企業は

資本集約製品をグループ内企業から、労働集約製品を外部企業から輸入す

る傾向があることを明らかにしている。つまり、企業特殊的優位性に関連

する製品は企業内取引で、一般的な製品は外部調達で行われる。

　1990年代に入り、IT/ICTの進歩と普及により、GAFA（Google, Apple, 

Facebook, Amazon）などIT/ICTネットワークをビジネス基盤とする企業の

出現により、世界経済を牽引してきている多国籍企業は伝統的な製造業か

らIT/ICT関連の産業に変わりつつある。特に先進国からIT/ICTを取り入れ

た多くの東アジア新興国の多国籍企業の存在感は急速に高まっている。そ

の結果、世界経済における東アジア新興国の影響力が増大している（王 

2020）。こうしたIT/ICTに関連する多国籍企業の出現、そして企業特殊的

優位性を中核とする従来の先進国多国籍企業と異なった新興国多国籍企業

の台頭によっては、先進国企業を中心とする企業特殊的優位性の利用およ

び取引コストの節約を海外進出の決定要因とした関連の理論と仮説を再検

討する必要があると思われる。

　多国籍企業は取引を内部化することによって取引コストを低減すること

はできるが、水平・垂直統合を行うことによって、内部調整コストを上昇

させる可能性がある。しかし、IT/ICTを導入することによって多国籍企業

は内部調整コストを低減させることができる（Buckley & Casson 1998）。

つまり、IT/ICTを活用することは組織内部の監視や調整のコストを引き下

げ、内部化を促進する可能性がある（Brynjolfsson 1994）。
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　一方、IT/ICTを活用することにより、多国籍企業は市場取引に存在する

情報の非対称性を低減することができる。その結果、IT/ICTを活用する多

国籍企業にとっては生産の垂直統合（内部化）の必要性が低くなる。この

問題について、Rangan & Sengul（2009）は、1982年から1997年までのアメ

リカの全製造業の産業レベルデータを用いて国際統合の度合い（企業内貿

易の割合）に対するIT/ICT発展の影響を分析した結果、IT/ICTの活用は多国

籍企業の国際統合に統計的に有意な負の影響を与え、国際化と取引の内部

化はIT/ICT以前の時代よりも緊密に結びついていないことを明らかにして

いる。Rangan & Sengul（2009）は、多国籍企業は取引コストを軽減するた

めにIT/ICTを利用し、生産コストを削減するために独立企業間取引（arm's 

length exchange）をさらに進化させていると主張している。言い換えれ

ば、多国籍企業は、FDI（国際化）による取引コスト削減の代わりに、IT/

ICTを活用することを通じて取引コストを削減しながら市場取引を拡大させ

ている。

　つまり、IT/ICTの導入と活用は取引コストの低下をもたらすことによっ

て正規市場での取引を促進することができる。その一方、多国籍企業はIT/

ICTを活用することによって組織内部の調整コストを引き下げることができ

るため、さらなる統合による取引の内部化を拡大させる可能性がある。し

かし、統合による内部市場での取引と正規市場での取引は相互に代替関係

であれば、IT/ICTを導入することは正規市場での取引を拡大しながら、内

部市場での取引を促進するという二律背反的な問題が生じることになる。

　この問題について、Chen & Kamal（2016）は、IT/ICTの導入と内製化

（企業内貿易の増加）と高い正の相関があり、複雑なIT/ICTの形態は企業

内貿易の増加と関連しているが、生産仕様がより容易にコード化されてい

る産業の多国籍企業はIT/ICT の導入後、企業内貿易を行う可能性が低くな

り、独立企業間取引を行う可能性が高くなることを確認している。つま

り、多国籍企業の内部取引（統合）および市場取引に対するIT/ICT導入の

影響は、関連する産業の技術特性、すなわちコード化されることが可能で

あるか否か、高度な特殊技術か汎用技術かによって左右される。言い換え
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れば、取引形態に対するIT/ICTの影響の方向性は産業と技術の特質によっ

て決定される。

　Banalieva & Dhanaraj（2019）は、デジタル化は企業の特殊的資産（Firm 

Specific Assets: FSAs）に関する内部化理論の仮定および国際取引における

ガバナンス形態の選択にどのような影響を与えるかという問題を取り上げ

て議論を行っている。具体的には、モジュラー化と技術の複雑性に基づ

き、FSAsを「技術」と「人的資産」に分類し、さらに「技術」をコア技

術と周辺技術、「人的資産」を一般的な人的資産と高度な人的資産に分類

する。Banalieva & Dhanaraj（2019）はこの分類によってデジタル・ネッ

トワークが２つの役割を果たしていると主張している。すなわち、ガバナ

ンス・モードおよび戦略的な資源である。デジタル・サービス多国籍企業

（Digital Service Multinational Enterprises）は、デジタル・ネットワーク

を通じて、コア技術を内部化しながら周辺技術を外部取引に移行し、そし

て高度な人的資産を内部化しながら一般的な人的資産を現地市場で調達す

る傾向がある。そこで、高度な技術および高度な人的資産を有する企業に

とって、IT/ICTを導入することは内部調整コストを低減するため、取引の

内部化（統合）を促進することになる。その一方、仕様が容易にコード化

される周辺技術と一般的な人的資産を主に持っている企業にとって、IT/

ICTの導入は市場取引における取引コストを低減するため、独立企業間取引

が増加すると考えられる。

　これまで述べてきたように、IT/ICTの活用は、情報の非対称性の低減に

よる取引コストの削減、技術情報や経営ノウハウの効率的な伝達と蓄積を

可能にし、デジタル化やコード化できる技術などは市場取引を促進する効

果がある。IT/ICTを活用することは多国籍企業に関連する取引をいくつか

の方向に導くと結論づけられている。図１は多国籍企業の取引に対するIT/

ICT導入の影響をまとめたものである。図１に示されたように、IT/ICTを導

入することは、組織内部の調整コストと市場取引での取引コストを同時に

低減することができるため、内部取引の促進と市場取引の増加をもたらす

可能性がある。多国籍企業の取引量が一定であれば、IT/ICTの作用によっ
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てその取引形態は内部取引または市場取引の方向に動くことになる。した

がって、多国籍企業の技術がデジタル化、コード化できるか否かは重要な

ポイントであり、多国籍企業の取引形態に対するIT/ICT導入の影響は、そ

の持っている技術の性質に依存すると考えられる。

　しかし、多国籍企業はIT/ICTネットワークを構築しても削減できない市

場取引に関連するコストが存在している。それは主に政府誘導の外性的諸

規制である（Rugman 1981）。例えば、関税障壁、現地調達比率や環境規

制などの非関税障壁、各国における労働コストに関する規制、法人税率の

格差、インフラに関わる生産コストの格差などである。これらのコストは

図１　多国籍企業の取引形態に対するIT/ICTの影響
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特に製造業多国籍企業の利益パフォーマンスに大きな影響を与えている。

したがって、デジタル・サービス多国籍企業と比べ、従来の製造業多国籍

企業はIT/ICTを導入することによって削減できる取引コストには限界があ

る。特に、日系多国籍企業はモノづくりを中心とした従来の製造業が多い

ため、IT/ICTを導入することによる取引コストの削減効果は業種によって

異なると考えられる。

　そこで、ここで問題となるのは、図１のような３つのタイプの取引形態

の企業、すなわち内部化程度が高い企業、市場取引の割合が高い企業およ

びその中間の企業において、IT/ICTの活用はどの方向に強く働くかという

ことである。特に積極的に海外に生産工場を移転し、海外市場への依存度

が高い日本企業にとって、その取引形態に影響するIT/ICTの方向性を明ら

かにすることは重要である。

　次節では、日本企業におけるIT/ICT導入・活用、取引形態の変化の現状

について述べる。

３　日本企業におけるIT/ICT導入効果および取引形態について

　1990年代に入ってからコンピューター、IT/ICTの急速な発展および技術

革新の加速は消費者の生活様式をはじめ、ビジネス取引形態、さらに企業

の経営戦略などに様々な変革をもたらしている。前述したように、IT/ICT

の導入は、取引コストの低減、内部調整コストの節約などを通じて企業の

取引形態に影響を与えている。

　総務省の調査によると、企業活動におけるIT/ICTネットワークや社内シ

ステム、情報通信端末、情報発信環境など、基本的なIT/ICT基盤を導入し

た日本企業は、欧米企業（80%～90%）より低いが、およそ70%に達して

いる1)。IT/ICTを活かすための環境整備を実施している企業の具体的な取組

については、「自社内の組織の見直し」、「ICT人材の育成や雇用」および

「他社との協業や連携等体制の見直し」などが多く取り上げられている2)。

1)　総務省（2018）, 108頁。
2)　前掲書 , 109頁。
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個別の企業がどの機能、どの程度のIT/ICTネットワークを導入するかにつ

いてのデータは入手できないが、総務省の調査をみてみると、データベー

スによる大量のデータ解析、情報ネットワークによる企業内外のコミュ

ニケーション、コード化できる技術・ノウハウの共有など、これらIT/ICT

ネットワークはすでに企業の経営戦略や組織運営の一環として取り入れら

れていると考えられる。つまり、多くの日本企業はIT/ICTを導入すること

によって、内部化に関する内部調整コストおよび市場取引における取引コ

ストをすでにある程度低減させていると考えられる。

　2020年にFortune誌が発表した世界の多国籍企業（Global 500）にランク

インしたトヨタ自動車をはじめ、本田技研、日産自動車、三菱電機など

従来の伝統的な製造業企業は、ランクインした日本企業全体のおよそ半

分を占めている。個別の企業がどこまでIT/ICTを導入しているかに関する

データは入手困難であるため、それぞれの企業はどのレベルのIT/ICTを導

入するのは不明である。しかし、前述した総務省の調査により、多くの企

業はすでにIT/ICTネットワークを意思決定の支援、経営戦略の策定や組織

運営の一環として取り入れている3)。そして、多くの研究ではIT/ICTの導

入は生産性の上昇を促進する効果があることを明らかにしている（Siegel 

1997, Barua & Lee 1997, Matteucci et al. 2005, Dahl et al. 2011）。例えば、 

IT/ICTを使用するセクターが米国経済の生産性成長の増加の大部分を占め

ている（Stiroh 2002）。イギリス、ドイツ、フランスなどのヨーロッパ

12か国 4)の企業はIT/ICTを活用することによって生産性を上昇させている

（Bloom et al. 2016）。また、IT/ICTの活用による生産性の上昇は先進国企

業だけではなく、ブラジルやインドなどの新興国企業にも同じ効果がある

（Commander et al. 2011）。

3)　実際にオンライン会議をはじめ、クラウド情報共有、ビッグデータによる経営分析
と意思決定支援などの IT/ICTネットワークはすでに多くの企業に導入され活用され
ている。

4)　12カ国とはオーストリア、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、アイル
ランド、イタリア、ノルウェー、スペイン、スウェーデン、スイスおよびイギリス
である。
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表１　産業別の労働生産性の成長要因

　総務省（2021）は日本企業の労働生産性成長率について、「ICT資本財

寄与度」、「一般資本財寄与度」、およびそれ以外の「全要素性成長率 

(TFP)寄与度」に分解して分析を行っている。表１はこの分析結果の一部

を示したものである。製造業では、インターネットが普及を始めた1995～

2005年（導入期）とその後の普及期（2005年～2019年）を比較すると、製

造業の労働生産成長率が2.52%から1.18%と低下している。そして、製造

業全体の労働生産性におけるICT資本財寄与度では、1995～2005年（導入

期）が0.10%、2005～2019年が0.07%となっており、ICT 資本財寄与度が減

少している。しかし、積極的に海外生産拠点を構築している４つの産業、

すなわち化学、機械、電気機械および輸送用機械のICT資本財寄与度を取り

上げてみると、ICTの普及期における化学と電気機械産業のICT資本財寄与

度が低下しているのに対し、機械と輸送用機械のそれが高くなっている。

　前述したこれまでの多くの研究では、IT/ICTの導入が企業の取引形態に

影響を与えていることを明らかにしている。そしてIT/ICTの活用による取

引形態の調整の主な目的の１つは生産性を高めることにあると思われる。

労働生産性に対するIT/ICTの影響は産業によって程度が異なるが、日本企

業に対しても一定のプラス効果があると確認できている。

　次はIT/ICT導入期と普及期における日本企業の内部取引の状況をみてみ

る。表２は、特に海外進出を積極的に行っている化学、機械、電気機械お

よび輸送用機械の４つの産業の上場企業が公表したグループ全体の売上高
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に占める「セグメント間の内部売上高又は振替高」の比率、すなわち「企

業内取引比率」を示したものである。

　表２に示されたように、1993年度から2020年度の30年間弱において、

電気機器、機械および輸送用機器の企業内取引比率が基本的に上昇してお

り、特に電気機器産業は2000年代に入ってから２割以上を維持している。

ちなみに、表２に掲載されていない精密機器も高い数値を示しているが、

2010年度以降、所在地別セグメントのデータを公表している企業が極端に

少なくなったため、実際の状況を把握しにくくなっている。

表２　主要製造業の企業内取引比率の推移

注１：上段はグループ全体の売上高に占める内部売上高の割合、すなわち「企業内取引
比率」。

注２：下段は年度別に「所在地別」のセグメント情報を公表している上場企業数。
注３：日本の上場企業は毎年「セグメント間の内部売上高又は振替高」、すなわち「企

業内取引」を含めるセグメント情報を公表している。セグメント情報の公表につ
いて、「事業別」と「所在地別」と両方を公表している企業もあるが、片方しか
公表していない企業もある。ここでは特に日本国内と海外の売上高を区別する
「所在地別」のセグメント情報を公表している企業を取り上げる。また、2010年
度以降、企業会計基準の改正によって大半の企業は「所在地別」セグメント情報
の開示を取りやめた。そのため、2010年度以降の集計企業数は大幅に減った。

資料：日経NEEDS-Financial QUESTのデータにより集計・作成。
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　ここで留意に値するのは、1990年代初期からのIT/ICT導入期を経て、

2000年代中頃から現在までの普及期のおよそ30年間にかけて、企業内取

引の比率が上昇傾向にあることである。企業レベルに関するIT/ICT投資の

データは入手できないため、この企業内取引比率の上昇はIT/ICTの進展の

影響を受けた結果であるかどうかは不明である。ここでは、IT/ICTの導入

が日本の製造業企業の内部組織の監視・調整コストの低減をもたらし、企

業内取引を促進する可能性があることを指摘するにとどまる。

　そこで、データが入手できないという制約で、次節ではこの30年間にお

ける日本企業の取引形態に影響するファクターはどの方向に変化するかを

検証する。詳しくは後述するが、この分析はIT/ICTの活用と取引形態の変

化との関連性を証明するものではない。しかし、IT/ICTの進展に大きな変

化がみられるこの30年間において、企業内取引の決定要因がどのように変

化するかを分析することは、取引形態に対するIT/ICTの影響を探るために

有用であると思われる。

４　実証分析

　以下では、積極的にFDIを行い、「企業内取引」に関連する情報（1994

年から2021年）を最も開示している４つの産業、すなわち化学（100社）、

機械（134社）、電気機器（169社）および輸送用機器（67社）の上場企

業をサンプルとして取り上げる。分析期間は、まず企業内取引の開示期間

である1994年から2021年の28年間を、企業によるIT/ICTの導入期と普及

期 5)、すなわち1994年～2006年（導入期）および2007年～2021（普及期）

年の２つの期間 6)に分割する。さらに、IT/ICT活用に不可欠な通信インフラ

（Telecommunications Infrastructure）の発展状況に基づいてこの28年間を

5)　総務省 , 2021『ICTの経済分析に関する調査報告書』総務省情報流通行政局 情報通
信政策課 , 123頁。

6)　ここでは、ITの活用に不可欠なインターネットが普及する大きな契機と言われてい
るWindows95発売の 1995年から、ネットワークの高速・大容量化を可能にした 3.5
世代移動通信システムサービスが始まった 2006年までの期間を「IT導入期」、2006
年以降の期間を「IT普及期」とする。
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３つの期間 7)、すなわち、インターネットの普及初期（1994～2000）、ブ

ロードバンドの急速普及期（2001～2010）、パソコンからモバイル端末へ

の移行期（2011~2021）に分割し、これらの期間における企業内取引に影

響するファクターの変化を検証する。

　分析データは日経「NEEDS-Financial QUEST」が集計している上場企業

のセグメント情報と財務指標を用いることにする。なお、日本の上場企業

は毎年「セグメント間の内部売上高又は振替高」、すなわち「企業内取

引」を含めるセグメント情報を公表しているが、2010年度以降、企業会計

基準の改正によって大半の企業はそれまで公表していた「所在地別」セグ

メント情報の開示を取りやめ、その代わりに「事業別」セグメント情報を

公表している。本稿は、データの一貫性を維持し、2010年度以降も「所在

地別」情報を採用しているため、2010年度以降のサンプル企業数は大幅に

減った。また、サンプル企業は企業内取引のデータを公表した年と公表し

なかった年があり、多くのサンプル企業は一部のデータが欠落している。

ここではパネルデータ分析を行うためのデータの連続性を確保できないた

め、サンプル企業のクロスセクションデータをプールしたOLSおよびWhite

（1980）修正標準誤差 Robust OLS分析を行うことにした。

　分析では前述した「企業内取引（Intra-Firm Trade Ratio: IFTR）」を従属

変数として用いることにする。そして、王（2016）で行われている実証モ

デルで「企業内取引の決定要因」として認められた「規模」、「売上高研

究開発費比率」、「資本集約度」を独立変数としてモデルに組み入れる。

これらの変数の他、ここではさらに「連結子会社数」および「海外売上比

率」を追加することにする。

　以下では独立変数としての選択理由を述べる。

１）規模（ln_Sales）

　規模は企業活動、企業戦略に大きく影響するファクターであり、すでに

多くの実証研究で明らかにされている（Grubaugh 1987, Buzzell & Gale 1987, 

7)　総務省 , 2019『情報通信白書：進化するデジタル経済とその先にある Society 5.0』, 
18～ 19頁。
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Samiee & Walters 1990, Geringer et al. 2000など）。規模の大きな企業ほど、

多くの子会社を持っているため、企業グループ内における企業内取引も多

くなる（王 2016）。ここでは企業の売上高の自然対数を企業規模の代替指

標として用いることにする。期待される回帰係数の符号は正である。

２）子会社数（Number of subsidiaries: Subs）

　企業内取引とは、多国籍企業の本社と子会社との間の、または子会社相

互間の取引である。したがって、子会社数が多ければ多いほど、企業内取

引の機会が多くなり、売上高に占める企業内取引の割合も高くなる可能性

がある。ここでは、資本関係の高い連結子会社数を用いることにする。

というのは、多国籍企業は知識、情報、技術などの企業特殊的優位性が

消散するリスクを低減するために完全出資子会社を選好するからである

（Rugman 1981）。期待される回帰係数の符号は正である。

３）資本集約度（ln_Capital Intensity: ln_CI）

　資本集約度が高い産業は資本集約的であり、資本集約度が低い産業は労

働集約的である。外部市場における資本集約度の高い製品の取引に関連す

る取引コストが相対的に増加するため、資本集約度の高い企業は内部市場

を選好する傾向がある（Antràs 2003）。言い換えれば、資本集約度が高い

ほど、企業内取引の割合も高くなる。期待される回帰係数の符号は正であ

る（王 2016）。

４）海外売上比率（Overseas sales rate: OSR）

　特に1980年代後半以降、多くの日本企業は急激な円高による輸出採算の

悪化を緩和するため、その生産拠点を東南アジア、中国などの新興国に移

転し、国際生産分業ネットワークを構築してきている。そして国際生産分

業を行う際、親会社・子会社間または子会社間の企業内取引が増える（王 

2009）。つまり、海外生産による輸出代替を行っている企業においては、

その海外売上比率が高いほど、国際生産分業が進むことによって企業内取

引も増加する。期待される回帰係数の符号は正である。

５）売上高研究開発費比率（Ratio of R&D Expenditures to Sales: R&D）

　これまでの多くの研究では技術レベルが高い製品であるほど、企業
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内取引の割合が高くなることが確認された（Lall 1978, Slenwaegen 1985, 

Andersson & Fredriksson 2000, Bernard et al. 2010, 王 2013, 王 2016など）。そ

して売上高研究開発費比率は企業技術レベル、すなわち企業特殊的優位性

を表す指標としてよく使用されている。期待される回帰係数の符号は正で

ある。

　したがって、本稿では次の式を用いて企業内取引の決定要因の変化を検

証することにする。

　分析におけるサンプル企業の記述統計、変数間の相関マトリックス、OLS

の仮定が満たされているか否かに関する分散均一性（heteroskedasticity）お

よび多重共線性（multicollinearity）の検定結果詳細は文末資料（１～４）

を参照されたい。そして分散均一性の検定結果（文末資料３）に基づき、

輸送用機器の３つの期間および電気機器の１つの期間に対してOLSモデルに

よる分析を行い、他のすべてのモデルはWhite（1980）修正標準誤差 Robust 

OLS によって行われる。

　表３－１と表３－２は分析結果である。そして表４は分析結果３－１と

３－２をまとめたものである。まず、海外売上比率（OSR）は４つの産業

の全期間を通して企業内取引（IFTR）に対して有意に正となっている。日

本企業にとっては、海外売上比率が高いほど、言い換えれば海外市場に対

する依存度が高いほど、輸出における為替相場の影響、貿易摩擦を低減す

るために生産拠点を海外に移転することが有効な戦略である。前述したよ

うに、1980年代後半以降、貿易摩擦の回避、円高対策などのため、海外に

商品を提供している多くの輸出企業はその生産拠点を東南アジア、中国な

どに移転し、国際分業を構築している。そのため、IT/ICTの導入期、普及

期においても海外売上比率は企業内取引に対して一貫して有意に正となっ

ている。つまり、日本企業にとっては海外売上比率が高ければ高いほど、

企業内取引の割合も高くなる。
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表３−１　分析結果（１）
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表３−２　分析結果（２）
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表４　分析結果のまとめ

　次に規模（ln_Sales）をみてみる。表４に示されたように、2000年代後

半以降、輸送用機器だけは企業内取引に対して規模が有意に正となってい

る。そして特に2000年代または2010年代以降、電気機器、機械、化学の

３つの産業では、規模が企業内取引に対して有意に負となっている。この

問題について、それぞれの産業に関連する取引構造を分析する必要はある

が、IT/ICT普及の2000年代に入ってからこの３つの産業においては規模の

大きな企業ほど市場取引をより行っていることがわかった。これに対して

輸送用機器においては規模の大きな企業ほど内部取引をより行っている。

この結果について自動車メーカーを頂点とした系列取引構造が強く影響し

ている可能性があり、またIT/ICTの普及による内部調整コストの節約は企

業内取引を促進する可能性もある。ちなみに、今後、電気自動車の普及に

よる産業構造と取引先の調整はその取引形態に大きく影響すると思われ

る。

　企業内取引に対する子会社数（Subs）の影響について、輸送用機器を除
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き、電気機器、機械および化学の３つの産業は2000年代後半以降に変化が

みられる。まず輸送用機器について、企業内取引に対して子会社数が有意

に正の影響となっているのは、前述した自動車メーカーの系列取引構造ま

たはIT/ICTによる内部調整コストの節約のためであると考えられる。電気

機器と機械産業において、企業内取引に対して子会社数が2000年代までは

有意な影響がみられないが、2010年以降になって共に有意に負となって

いる。つまり、IT/ICTが普及している2010年代以降、電気機器と機械産業

においては、子会社の多い企業が外部調達をより選択するようになってい

る。しかし、化学産業では逆の傾向がみられる。

　資本集約度（ln_CI）は従業員一人あたりに対する設備投資のレベルを

示すものである。資本集約度の高い企業は内部取引を選好する傾向がある

（Antràs 2003）。実際に資本集約度の高い自動車メーカー、例えばトヨタ

自動車や日産自動車のセグメント情報によると、その企業内取引の割合は

20％を超えている。表４の分析結果に示されたように、機械産業では2010

年代以降企業内取引に対して資本集約度が有意に正の影響となっており、

化学産業では資本集約度が全期間一貫して有意に正の影響となっており、

これまでの研究結果と一致している。これに対し、電気機器と輸送用機器

産業では、2000年代に入ってから資本集約度は企業内取引に対して有意に

負の影響となっている。つまり、2000年代以降電気機器、輸送用機器産業

はこれまでの研究結果に反して外部取引を増やしている。そして特に電気

機器では資本集約度が時代の違いによって、企業内取引に異なった方向に

作用していることがわかった。具体的に、2010年代までは資本集約度が高

いほど企業内取引も高くなるが、2010年代以降は資本集約度が高いほど外

部取引が増加する。

　最後は企業内取引に対する売上研究開発比率（R&D）の影響をみてみ

る。電気機器を除き、全てのサンプル企業では全期間を通して有意に正の

結果を示している。電気機器産業は2010年代までに企業内取引に対して研

究開発集約は有意に負の影響となっている。つまり、2010年代までに研究

開発に注力している電気機器企業ほどは企業内取引よりも外部取引を選好
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する傾向があった。実際に日本の家電産業は1990年代に入って低迷してお

り、多くの企業は中国、韓国、台湾などの新興工業国から製品を調達して

いる。しかし2010年代以降、電気機器企業では企業内取引に対して研究開

発が有意に正の影響を示すこととなった。技術優位性が高いほど、企業内

取引比率も高くなる。IT/ICTが普及している2010年代においても多国籍企

業がその特殊的優位性を維持するため、企業内取引を選好する傾向がある

と思われる。そして多国籍企業がコア技術を内部化しながら周辺技術を外

部取引に移行するというBanalieva & Dhanaraj（2019）の研究はこのことを

説明できると考えられる。

　以上の分析結果からわかるように、およそ2000～2010年代を境に産業に

よっていくつかのファクターの変化はみられている。例えば、電気機器で

は2010年代までに企業内取引に対して研究開発集約は有意に負、2010年代

以降は正に変わり、資本集約度は2000年代に入ってから企業内取引に対し

て有意に負の影響に変わった。また、この30年間において変化がみられな

いファクターもある。例えば、海外売上比率において４つの産業全ての期

間を通して変わっていない。そして30年間にかけて輸送用機器の内部取引

の決定要因の変化が全くみられないことは興味深い。

　しかしここで留意すべきことは、これらの分析結果がIT/ICTの進展と普

及との関連性を証明するものではないということである。この分析結果

は、1990年代から2010年代におけるIT/ICTの導入、普及という時代背景の

流れでこれらの企業の取引形態に影響するファクターは様々あるが、取引

形態に影響するこれらのファクターの作用方向は変化している、というこ

とを明らかにしている。しかし、何故このような変化が起きているか、IT/

ICTの導入・普及とどのように関連しているかを解明するためには企業レベ

ルのIT/ICTデータの収集と分析が不可欠になる。これらの問題については

今後の課題としておきたい。

５　むすび

　1980年代中頃から多くの日本企業は生産工場を海外に移転していること
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によって、国を跨った企業内取引のネットワークを構築している。そして

1990年代以降、IT/ICTの活用が急速に普及し始めた。特に2000年代に入っ

てからIT/ICTの導入が企業の取引形態に様々な影響を与えていることは多

くの研究で明らかにされている。IT/ICTの活用は企業の取引形態において

企業内取引または市場取引を促進する２つの効果を持っている。そこで、

企業の取引形態がどのようにIT/ICTの影響を受けるか、どの方向に動くか

を解明することは重要である。本稿は、IT/ICTに関連する企業レベルの

データを入手できないという制約の中で、IT/ICTの導入期および普及期に

おける企業内取引の決定要因がどのように変化をするかを検証した。

　本稿は1994年から2021年にかけて企業内取引に関連する情報を公表する

日本製造業企業を取り上げ、その企業内取引に影響する要因の変化を統計

的に検証した。その結果、IT/ICTの急速な普及が始まった2000～2010年代

を境に、ほとんどのファクターが変化をみせている。しかし海外売上比率

だけは1990年代から現在までの30年間を通して全く変化がみられない。

　この30年間において一貫して海外売上比率が高いほど、企業内取引が

高くなることは、生産工場の海外移転による国際生産分業ネットワークが

かなり定着し、そして海外市場への依存度が高いということを意味してい

る。このことは、現在の日本製造業の産業構造をある程度反映している

と思われる。また、IT/ICTの進展によって企業は海外の情報を得やすくな

り、海外市場へのアクセスも容易になる。つまり、IT/ICTの活用が企業の

グローバル化を促進し、企業の海外市場依存度を高めていると考えられ

る。言い換えれば、海外売上比率という観点から考えると、IT/ICTの進展

は企業内取引比率を高めるほうに働く可能性がある。

　そして、変化がみられるファクターは、規模、子会社数、資本集約度お

よび研究開発比率である。これらの決定要因の変化のメカニズムを解明す

るためには各産業におけるそれぞれのパラメータの影響特性を明らかにす

る必要がある。また、前述したように、IT/ICTに関する企業レベルのデー

タを入手できないため、本稿の分析結果はIT/ICTの進展と普及との関連性

を証明するものではない。IT/ICTの導入・普及が企業の取引形態に影響を
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与えていることはすでに多くの研究で明らかにされているが、それが日本

企業に対してどのように関連しているかを解明するためには企業レベルの

IT/ICTデータの収集と分析が不可欠になる。そしてこの問題は今後の課題

にしておきたい。
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